消費税増税反対の宣伝原稿サンプル
（２０１２年１月・自由にアレンジして下さい）　　　　　　　　　　消費税廃止各界連絡会
●ご通行中のみなさん、こんにちは。私たちは労働組合や民主団体でつくる消費税廃止各界連絡会です。消費税の税率引き上げに反対する宣伝署名行動を行なっています。

●野田民主党内閣は、年明けから消費税大増税への暴走を加速しています。１月４日、年頭記者会見で「消費税増税は『大義』。あきらめずに実行する」と表明し、６日には、「社会保障と税の一体改革」素案を決定。いよいよ消費税増税への具体化に踏み出しました。これに対し、国民からは不安の声が日増しに大きくなっています。
●野田首相は、「社会保障のためには消費税の増税が必要だ」といって、消費税の大増税を一機に推し進めようとしています。ところが、社会保障のためだといいながら、医療・年金など、あらゆる分野で改悪の内容です。年金支給額の大幅な減額や、介護保険料・健康保険料などの値上げをおこなう計画です。また医療では、病院の窓口負担金の上乗せ、年金支給開始年齢の引き上げなどを次々に実施に移す予定です。

●消費税率が10％になれば13兆円、年収２５０万円の人で、年間12万円の負担増です。それだけではありません。年金の支給減などを合わせると16兆円もの国民負担増がおしつけられます。今でさえ国民のくらしは大変です。貧困と格差をさらに広げる社会保障の大幅切り捨てと、消費税を増税する「一体改革」に反対しましょう。

●消費税はそもそも、所得の低い人ほど負担が重い、もっとも不公平な「暮らし破壊税」です。大震災の被災者の生活再建に大きな負担を強いる、弱いものいじめの税金です。また長引く不況のなかで、中小企業の倒産・廃業が続出するなど地域経済は大きな困難に直面しています。今、消費税を10％にすれば、ますます不況はひどくなります。増税を行なって景気を回復した国は、世界のどこにもありません。中小企業が元気になってこそ、まちの経済も活性化します。地域経済を守り、発展させるためにも消費税の増税はやめさせましょう。

●消費税を増税しなくても、税金の使い方・とり方を変えれば、社会保障にまわすお金を確保し、国の財政再建を行うことは十分可能です。歳出のムダにメスを入れ、予算を抜本的に組み替えれば、約５兆円の財源が生まれます。大企業や大資産家への新たな減税を中止すれば２兆円。原発推進予算４１８８億円、八場ダムなど不要不急の大型公共事業を中止すれば１兆円程度。政党助成金３２０億円はまったく不要です。
●大資産家への減税や大企業優遇税制を見直しましょう。アメリカ･ドイツ・デンマークなどでは富裕者層に応分の負担を求める税制改革が大きな流れです。ＯＥＣＤ経済協力開発機構も加盟国の貧富の差を是正するため、富裕層へ増税すべきと各国政府に提言しています。
●いま、国民いじめの消費税増税に、多くの人が声を上げ始めています。日本チェーンストア協会や日本百貨店協会も反対しています、これまで「消費税増税反対」請願には１千万人を超える人が署名しています。「増税反対」のあなたの声を国会へ届ける請願署名にご協力お願いします。
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